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研究成果の概要（和文）：英国の労働党政権下 10 年間の貧困・地域再生の検証を行った。第一

に,ニュー・ディール・フォー・コミュニティに関して政府評価報告書に基づいてその成果を批

判的に考察した。得られた知見は,広域圏・狭域圏のスケールの問題の所在,マネージリアリズ

ムと住民自治とのコンフリクト,基礎自治体の政治家や職員スタッフの姿勢の変化,ネイバーフ

ッド・ガバナンスの有効性への疑義である。第二に,ロンドンのハックニー特別区を中心にして

事例研究を行い,その成果の分析を行った。最後に,日本の調査研究では,兵庫県尼崎市の生活保

護行財政と学習支援の取り組みを実証的に考察した。 

研究成果の概要（英文）：We have finalised the comparative study on urban poverty and 
neighbourhood governance in England and Japan. Firstly, our observations are as follows ; 
There are 4 findings pertaining to New Deal for Community. Namely, a problem of scale, 
a conflict between managerialism and neighbourhood governance, the changing attitude of 
local councils, and a limitation concerning the validity of neighborhood governance. 
Secondly, we have finalised the case study of Hackney Regeneration. Lastly we have 
conducted a survey of Japanese poverty affairs, confining ourselves to the public 
assistance administration of Amagasaki City, Hyogo Prefecture. 
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１．研究開始当初の背景 

ネイバーフッド・ガバナンスと貧困の実態を

解明する理由は,グローバル化に伴って都市

における貧困問題が深刻化しており,地域の

視野から展望を切り開く意義が高まってい

るからである。この点で,地域内分権を通し
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て住民により身近なところで意思決定が行

われることが重要である。ネイバーフッド・

ガバナンスとは,基礎自治体の下位のレベル

における住民を含めた集団的な意思決定の

様式を含意し,住民参加型の公的サービス提

供システムを意味する。したがってネイバー

フッド・ガバナンスは下位のアクターに運営

権限を移譲することを必要とするが,そこで

は市民原理,社会原理,政治原理,経済原理が

機能することになる。ネイバーフッド・ガバ

ナンスの政策課題となる貧困については,英

国政府が所得にとどまることなく,雇用,健

康,教育,住宅,犯罪といった「複合的デプリ

ベーション指数」(IMD)を用いており,日本で

も政策と研究の両面においてその導入を検

討すべきものと考えた。 

２．研究の目的 

英国に視点をおいたこれまでの研究を発展さ

せて,日英におけるネイバーフッド・ガバナン

スに基づいた貧困対策に関する住民の意思決

定への参画の可能性を探求することを目的と

した。英国研究では,引き続き貧困対策におけ

るネイバーフッドと広域レベルとのガバナン

ス調整を考察し、日本については,英国の複合

的デプリベーション指数を援用して地域の貧

困度を測定し,その対策を担うネイバーフッド

組織への権限移譲の可能性を追究することと

した。ネイバーフッド・ガバナンスに基づいて

貧困対策を講ずることは,地域の利害関係者が

貧困の問題に深く関わるという意味で重要で

あると考える。 

３．研究の方法 

本研究は3年間のプロジェクトで、研究の方法

は現地におけるインタビュー調査とフィールド

ワーク,資料収集とした。1年目に日英に関する

基礎的な資料(データ収集と予備調査),2年目に

は,現地インタビュー調査とフィールドワーク

に基づいた本調査を行うこととした。3年目に

は,国際学術交流としてノーザンプトン大学都

市問題研究所所長クリス・ダーキン氏、ポーツ

マス大学名誉教授ノーマン・ジョンソン氏を招

き,国際シンポジウムを開催するとともに,研究

報告書をとりまとめることにした。 

４．研究成果 

(1)英国の労働政権下の貧困・地域再生の検

証を行った。英国の貧困指標(2010 年版)を手

がかりにして,複合的デプリベーション指数

の仕組みや有効性を検討した。それは 7 つの

領域で構成され 38の指標が用いられており,

地方自治体ごとに公表されて,貧困自治体を

“可視化”している。各領域の数値は当該地

域の貧困対策の具体化を促すことになり,指

数では“加重”を施すことで所得・雇用を重

点化している。日本に示唆的であるのは,こ

の貧困指数がアクション・リサーチとして使

用され,貧困対策のツールになっていること

である。 

(2) ニュー・ディール・フォー・コミュニテ

ィ(NDC)の成果を検証した。第一に,社会関係

資本の強化については,当該地区の住民の地

域感情は好転したことに着目した。ただし社

会関係資本の指標をみる限り,その改善は限

定的である。NDC が終了した時点で指摘でき

るのは,対象地区では社会関係資本が依然と

して弱いという事実である。社会関係資本の

強化については,長期的な取り組みが必要で

あり,NDC を継承する仕組みが必要になって

いるとの結論を得た。次に, NDC における住

民参加の結果は,39 のパートナーシップ組織

のうち,30 以上において住民代表が多数派を

構成していた。ただしコミュニティの結束で

はジレンマもあり,特定の少数派コミュニテ

ィを支援するような介入を進めるべきなの

か,またはコミュニティ全体を支援する事業

を進めるべきなのか,多文化共生社会に特有

な課題がつきまとったという知見を得た。 



(3)中央—地方のガバナンス関係について

は,4 つの考察を行った。第一には,地域再生

の広域・狭域のスケールの問題があった。雇

用と訓練の分野では,基礎自治体はその管轄

ではなく,広域政府事務局に権限を託してい

たことからガバナンスのスケールを問題視

した。第二には,マネージリアリズムの問題

があった。地域再生で特色となったのはマネ

ージリアリズムの導入であるが,上位団体か

らの管理体制という色彩を強めていた。第三

には,パートナーシップ組織の反応に変化が

みられた。NDC パートナーシップ組織は事業

が進展するのに伴い,上位組織に協調的にな

り,結果的には中央政府に従う形で貢献して

いったという中央－地方の行財政関係の変

化を観察した。第四には,ネイバーフッド・

ガバナンスの有効性を問題視した。多数の

NDC 地区には,中心的な役割を果たすアクタ

ーや機関は存在せず,個人のリーダーシップ

も存在しなかったため,NDC の支出が中止さ

れた後,多くの地域で地域再生を継承する構

想はあまりみられない。 

(4) イングランドで最も貧しい地域の 1つで

あるハックニー特別区をとりあげて,事例研

究を行ってきた。同区では 2012 年のオリン

ピック開催が起爆剤になり,起業支援,雇用

創出が地域再生の中心事業になったが,その

後も新たな方針として地元経済の活性化を

目指している。この政策転換を市場主導型へ

のシフトとして注目した。これまでネイバー

フッド・レベルでの住民との熟議から積み上

げた地域再生は最近では盛んではなくなり,

“成長政治”の復活の兆しとして捉えること

ができる。 

(5) 尼崎市の生活保護行政と学習支援の取

り組みの検証 

日本の事例研究として,兵庫県下で生活保護

率が最も高い尼崎市の生活保護行政を考察

した。特に生活保護費の地方負担では,同市

が大幅な持ち出しをしていることから,地方

交付税の仕組みを分析した。また学習支援で

は,本事業が「居場所」としての役割は果た

せているが,対象者は小学 4 年生から中学 3

年生と幅が広く,学力レベルも異なるため,

短期間での学業改善は難しいことを検証し

た。今後は,進学率だけではなく広い意味で

の教育成果を測定する尺度の開発が必要で

あり,高校進学後のアフターケア(中退防止

および卒業支援)も必要となる。また対象層

をどこまで広げることができるのかという

課題も予定論文(日本地方自治学会誌掲載論

文,近刊)で提起した。 
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